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2011 年 3 月 11 日に東北・関東を、続く 12 日に長野を襲った大規模地震、それに伴う津波

は、児童生徒、保護者、および学校関係者の尊い命を奪う未曽有の大災害であった。この

災害に伴って、被災地域ではインフラが寸断され、長期間の停電に悩まされている。また、

直接の被害を免れた地域においても、長期間にわたる電力不足による計画停電が予測され

ている。 

このような状況下、学校から児童生徒・保護者に対して、必要な情報をタイムリーに伝達

する情報基盤の重要性が普段以上に高まっている。 

保護者への情報伝達手段として従来から用いられてきたのは電話連絡網であるが、今回の

地震に限らず、最初に伝達方法として使えなくなるのは固定電話であり、次に携帯電話で

ある。比較的最後まで通信手段として残るのが TCP/IP 経由の通信の中でもパケットがコン

パクトに収まるものだと言われている。ただし、情報を中継するためのメールサーバやウ

ェブサーバ、関係する DNS サーバが被害を受けた場合には、その限りではない。twitter や

Gmail などが今回の震災において情報手段としての有効性を示したが、それは、これらのサ

ービスが、クラウド基盤上で様々な冗長化を施されて構築されたサービスだったためであ

る。 

これまで学校や教育委員会は、セキュリティへの配慮から教育関係のサーバをクラウド上

に出すことにためらってきた。「教育情報は学校内あるいは教育委員会内に置く」、さら

には、「情報掲載まで何重もの決済を経ることを求める」などの規定にもつ教育委員会も、

決して少なくない。また、従来の学校ウェブサイトは、学校内の特定の端末にインストー

ルされている HTML 文書作成ソフトウェアを用いて、HTML 文書を作成し、それを学校または

教育委員会に設置されているサーバに ftp でアップするか、教育委員会に添付ファイルと

して送付し、それを教育委員会がチェックした後にサーバに ftp でアップする方式が採用

されていたため、機動性に欠けており、災害時や緊急時には機能しない。 

今回の震災では、学校や教育委員会が被災すると同時に、当然のことながら、学校ウェブ

サイト用のウェブサーバや DNS サーバ、メールサーバも同時に被害を受け、復旧の見通し

が立たないところもある。直接の被害を受けていない地域であっても、計画停電によりウ

ェブサーバ等の電源を落とさなくてはならないところも少なくない。これでは、保護者お

よび児童生徒に対し、迅速かつ的確に必要な情報を提供することがままならない。 

今回の事象を教訓として、児童生徒がより安心安全な学校生活を送ることができるよう、

クラウドを利用したリスク分散型の学校教育の情報化を推進すべきだと考え、本提案書を

提出する。 

資料２ 



 

１．学校は、災害時等の緊急時に、児童生徒・保護者・教員に対して、迅速かつ的確に情

報を伝達するための手段を複数（例：電話、携帯メール、インターネット）備えるべきで

ある。その中心に、インターネットを用いた教育情報基盤を位置付ける。 

２．教育情報基盤の要件として、ウェブメール、学校ウェブサイト、学校グループウェア

が完備されていることが望ましい。 

３．教育情報基盤は、学校および教育委員会が被災することを考慮に入れ、学校や教育委

員会のサーバ上には構築せず、十分に冗長化が図られ、耐震性が担保されているデータセ

ンターに構築するか、そのようなデータセンターで提供されているクラウドサービスを利

用することが望ましい1。データセンターに移行すべき主要なサーバはメールサーバ、DNS

サーバ、ウェブサーバおよびそれらに付随するサーバ群である。Tier4 レベルのデータセン

ターであれば、複数の経路から電力が供給されるため、災害時にもサーバダウンを極力避

けることができる2。 

４．すべての教員には、教育委員会のドメインをもつ公的なメールアドレスが与えられ、

そのメールはウェブメールとして（端末に依らずに）読み書きができることが望ましい。

（セキュリティに配慮し、学校に設置してある校務用パソコンからしかメールの読み書き

できないように設定している教育委員会もあるが、これでは非常時に教員への緊急連絡が

できない。） 

５．従来の ftp での HTML 文書登録型の学校ウェブサイトは柔軟性および機動性に欠ける上、

操作できる教員の数が極めて限られていた。今後は、ワープロやメールを使えるＩＴリテ

ラシーを有する教員であれば誰もが無理なく使いこなせる CMS（コンテンツ・マネージメン

ト・システム）に急ぎ移行することが強く望まれる3。その際、オープンな環境（OS、デー

タベース、言語で構築されている）上で動作するシステムであることが、リスクヘッジの

観点からも、調達の公平さを担保する観点からも望ましい。ユーザ側から見たときには、

                                                  
1 データセンター施設の信頼性や環境性能については、例えば欧米では The Uptime 
Instituteが施設要件（Tier-1～4）をまとめている。日本では、日本データセンター協会が
データセンターファシリティスタンダードを策定している。 
2東北地方太平洋沖地震により一部地域が被災した茨城県潮来市では、市でまとめて契約し

ているプロバイダを利用している学校では、サーバがダウンして情報発信ができなくなっ

たが、データセンター上に CMSをインストールして利用していた潮来第一中学校の学校ウ
ェブサイトは機能し続けた。CMSの機能を用いて、生徒・保護者への緊急メール配信，安
否確認等を行い、震災翌日には生徒・保護者の被害状況を完全に把握することができた。 
3 「平成 14年度から情報教育担当としてサイト構築に携わる中で，ウェブページを HTML
エディタで作成し，FTPクライアントソフトでアップロードするという作業を，職員全員
に習得させることが非常に困難と感じました。必然的に，担当者一人の負担となってしま

い，同様の悩みを抱えている担当者も多かったです。３～４年前に， NetCommonsにつ
いて知り，全職員にアカウントを発行すればブラウザ上で容易に編集ができると思い，使

うことにしました。NetCommonsを使い始めてからは，ねらい通り全職員がウェブサイト
運営に携わっています。」（潮来市立潮来第一中学校 千ヶ崎教諭） 



端末上に特定のソフトウェアがインストールされていることを前提とするシステムではな

く、主要ブラウザ（IE, Firefox, Safari, Chrome 等）のうち、少なくとも 2つ以上で動作

するシステムであることが望ましい。学校グループウェアも同様である。 

６．学校ウェブサイトでは、管理職、教員、職員等が、それぞれの権限に応じて、必要な

情報を読み書きすることができる「権限管理」の仕組みが搭載されていることが望ましい。

これによって、情報担当の教員が不在となった場合にも、他の職員が迅速に情報を公開す

ることができる。 

７．学校グループウェアでは、管理職、教員、職員、保護者、児童生徒がそれぞれの権限

に応じて、必要な情報を読み書きすることができる「権限管理」の仕組みが搭載されてい

ることが望ましい。必要な機能としては、予定表、カレンダー、共有キャビネット、アン

ケート機能、施設予約、日程調整、掲示板、メーリングリスト等を挙げることができるだ

ろう。 

８．保護者や児童生徒に対して学校ウェブサイトあるいは学校グループウェアのＩＤを発

行することによって、災害時や休校措置の間、学校が保護者に対して適切な情報を提供し

たり、教員が児童生徒に自宅学習の指示などを出したりすることができる4。 

９．学校ウェブサイトおよび学校グループウェアは、ウェブだけではなく、国内主要各社

の携帯電話に対応していることが望ましい5。これは、災害時だけでなく、修学旅行や研修

旅行先からの保護者への情報提供などの際にも、有効である。 

１０．学校ウェブサイトは、通常は 1日に数十あるいは数百しかアクセスはないが、緊急

時（災害時、休校の案内、入試の合格者発表日など）には短時間に数千規模のアクセスが

集中することがある。このようなアクセスを前提としてハードウェアを設計すれば、明ら

かに学校ウェブサイトとしてはオーバースペックになる。クラウドを利用することによっ

て、集中アクセスが予想される短期間だけ同時アクセス数の契約を増強することにより効

率よく捌くことができることができるだろう。これにより、従来方式の「最大アクセスに

合わせたハードウェア設計」の無駄を省くことが（ある程度）可能になる6。 

                                                  
4 神戸市教育委員会では、市内すべての小中学校のウェブサイトを CMS（NetCommons）
化した。2009年に神戸市においてインフルエンザの集団感染があった際、担任が児童生徒
に対し、休校中の自宅学習の進め方などを日々連絡するなどの目的に学校ウェブサイトの

グループウェア機能が活用された。 
5岩手県総合教育センターでは、東北地方太平洋沖地震後、センター所員が被災地支援のた

めに釜石市、大船渡市、陸前高田市に入った。その際、情報共有基盤としてグループウェ

アを携帯電話から活用した。「規制により携帯電話による通話ができない、連絡の手段とし

て NetCommons掲示板のメールによる全員への配信機能が非常に有効でした。当センタ
ー本部からの指示、被災地の報告などの情報を、当センター全員で 共有することができま
した。この情報をもとに、第２、３陣の支援場所、支援物資や支援内容を決定しました。」

（岩手総合教育センター 奥田指導主事） 
6 ただし、日本のクラウド事業者では、このような臨機応変な課金体系を準備しているとこ
ろは少ない。クラウド事業者の商品開発努力に期待する。 



１１．学校ウェブサイトの非公開部分や、学校グループウェアを用いて生徒や保護者の安

否確認を行う上において、「ウェブサーバには個人情報を保存してはいけない」との内規

がハードルになっている場合がある。このようなセキュリティ規定がかえって児童生徒の

安全安心を阻害する要因になっているとすれば大変残念であり、早急に再検討する必要が

ある。 

１２．文部科学省は、安心安全な学校の情報基盤としての学校ウェブサイトおよび学校グ

ループウェアの位置づけを明確にした上で、クラウド利用をする際の指針を急ぎとりまと

めるべきである。また、旧来の学校ウェブサイトからの乗り換えることを支援するための

具体的な施策を検討すべきである。 

１３．本提案には、「指導要録」など（１）高度に守秘義務がある情報、（２）長期間保

存が求められる情報、（３）緊急性は比較的低い情報 については、あえて言及しなかっ

た。これらの性質を有する校務情報については、検討委員会を立ち上げて仕様を、別途時

間をかけて検討する必要があるだろう。学校ウェブサイト・学校グループウェアのクラウ

ド化を校務情報の標準化や扱い方と同時並行で検討すると、緊急性を要する学校ウェブサ

イト・学校グループウェアのクラウド化が立ち遅れることになる。 

１４．将来的に児童生徒の高度個人情報を含む校務の情報化に関して将来クラウドサービ

スを活用することになった場合には、先行する学校ウェブサイト・学校グループウェアと

は、ＩＤ連携などの方法を用いて技術的に連携をとればよく、一体化する必要はない。（そ

れがそもそも「クラウド」という考え方である。） 



資料：震災後、生徒・保護者の被災状況を把握するために学校 CMS（NetCommons） 

の機能を活用した潮来第一中学校の例 



参考資料： 

現在のところ、震災後の学校復興を支援するための情報ツールを期間限定で無償提供する

動きが企業から出ている。そのうちのいくつかについてプレスリリースから引用する。 

 

１．ＮＴＴデータグループ 被災地域の学校への支援 

被災地域において学校から家庭への連絡手段が確保しづらい状況を踏まえ、学校から家庭

への連絡をサポートする サービス「ＦａｉｒＣａｓｔＲ－子ども安全連絡網」を被災地域

の学校に一定期間、無償提供します。 

 

２．沖縄クロス・ヘッド株式会社、株式会社エデュケーションデザインラボ、株式会社マ

ンタ 震災対策支援プロジェクト 学校の情報化緊急推進キャンペーン 

①NetCommons 搭載レンタルサーバー（SaaS for NetCommons・共用サーバープラン）を平成

24 年 3 月末まで無償貸出(※1)いたします。オプションサービスをご利用になる場合は、キ

ャンペーン期間中であっても別途費用がかかります。 

※1.NetCommons があらかじめインストールされており、システムとサーバーの保守、バー

ジョンアップ対応、セキュリティ、ネットワーク保守など専属 SE が貴校のサイトを見守り

ます。 

②学校テンプレート(※2)を無償で設置後、提供いたします。 

※2.学校テンプレートとは、あらかじめ EDL がメニューとモジュール（機能）を構築、設

定するサービスです。「学校ホームページ版」と「校務の情報化版」の 2種類をご用意して

います。どちらか 1つでも両方でもご選択いただけます。このサービスをご利用いただく

ことでインストール直後の NetCommons から導入されるよりも、構築時間の短縮を図ること

ができます。  

③メール配信サービス「Web スクール iネット」を平成 24 年 3 月末まで無償で提供いたし

ます。 

 

 

ＦａｉｒＣａｓｔとは 

メール・固定／ 携帯電話（音声）・ＦＡＸにより、学校から各家庭に一斉連絡を行うことのできるサービ

スで、現在、全国約６３０校の学校で従来の連絡網に代わり、迅速かつ 公平に連絡事項を伝えるためのサ

ービスとして利用されています。 

NetCommons とは 

NetCommons（ネットコモンズ）は、PHP、MySQL などオープン環境上で動作するコンテンツマネージメント

システム(CMS)。2005 年よりオープンソースソフトウェアとして国立情報学研究所から無償配布され、全

国３千以上の教育機関で利用されている。 

 


